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低速自動運転車両等の新たなモビリティを活用した公共交通網再編の試みが各地で進められている．現

存しないモビリティの需要予測には，SPデータより交通手段選択モデルを構築する手法が有効であるが，

多大な労力を要する．本研究では，高蔵寺ニュータウンを対象とし，既存の PT 調査データと携帯電話か

ら得られた位置情報を組合せ，低速自動運転車両導入を想定した簡便な需要推計を試みた．解像度の異な

る 2データを組合せ，250mメッシュ単位の目的別，手段別OD量を推計し，新たなモビリティへの転換候

補となる移動を仮定することで，新規調査を実施せず，転換候補需要を試算した．当該地域では，低速自

動運転車両の導入を想定した実証実験等が進められており，導入後の利用状況との整合性についても継続

して検討を進めていく． 

 

     Key Words: autonomous vehicle, new mobility, demand analysis, mobile phone location data, newtown 

 

 

1. はじめに 

 

自動運転等車両や IoT技術の進展により都市における

モビリティのあり方が急速に変化している．日本におい

ても，都心回帰による郊外部の人口減少や，高齢化によ

る交通弱者の増加等課題への対策として，低速自動運転

車両等の新たなモビリティを活用し，地域の公共交通網

を再編する試みが各地で進められている．新たなモビリ

ティの導入にあたっては，持続可能な運営が可能となる

よう，そのモビリティの需要を事前に予測し，その他の

交通モードと組合せて地域の交通システムを設計するこ

とが重要であるが，現在は自動運転の制御技術に関する

検証が中心であり，導入対象地域の現状を踏まえ新たな

モビリティ導入時の需要を分析する試みは十分ではない． 
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現存しないモビリティの需要を予測する手法として，

現在の利用交通手段や新たなモビリティ導入時の利用意

向を SP 調査により把握し，非集計の交通手段選択モデ

ルを構築して，需要予測を行う手法が一般的に用いられ

ている．SP 調査では，アンケートにより選好意識を把

握するため，回答者により様々なバイアスが存在するこ

とが指摘されていたが，森川らにより，RP データと組

合せることで，バイアスを排除して需要推計が可能であ

ることが示されている 1, 2)．様々な地域や交通手段での

適用実績がある有効な手法であるが例えば，3~5)，SP 調査は

対象地域の地理的特性や交通状況を加味して慎重に設計

する必要があることから，多大な労力や費用が必要とな

る．新たなモビリティの導入検討は，都市部に限らず，

人口の減少が進む中山間地で進めらているケースも多く，

予算等の制約から，全ての地域において，そのような労

力をかけて調査，需要予測等を含む一連の検討を実施す

ることは困難であると考えらえる． 

日本国内では，65都市圏において 143回のパーソント

リップ調査（以下，PT調査）が実施されており 6)，既存

の調査データから現在の都市圏の日常的な交通行動を把

握することができる．しかし，データの解像度は数 km

のゾーン単位と粗いため，分析対象とする低速自動運転

車両のように，狭域の移動を担う新たなモビリティの導

入検討に必要な詳細な数百mの解像度で交通状況を把握

することは難しい．一方，近年では，携帯電話の位置情

報を活用した移動履歴に関するビッグデータが収集され，

PT調査の代替としての利用や 7, 8)，数百 m単位の詳細な

解像度での移動状況把握ができるようになってきたが 9)，

移動の目的や利用した交通手段までは把握できない点が

課題である． 

本稿では，高度経済成長期に整備され同世代が一斉入

居した影響で居住者の高齢化等問題が生じ，低速自動運

転車両による地域公共交通の再編が進められている高蔵

寺ニュータウン（以下，NT）を対象とし，PT 調査デー

タと常時取得・販売され始め入手が容易となった携帯電

話の移動履歴データを組合せ，新たなモビリティ導入で

期待される需要量の簡便な試算を試みる．具体的には，

既存の PT 調査データと，携帯電話により取得された移

動履歴データを活用し，250m メッシュ間の属性別，移

動目的別，交通手段別の詳細な OD表を作成する．作成

した OD表を用い，新たなモビリティへの転換が期待で

きるターゲット層を設定し，新たなモビリティ導入時の

需要を試算する．全国各地で進められている低速自動運

転車両等の新たなモビリティの導入検討を，多大な労力

をかけることなく，地域の行動特性を踏まえつつも，簡

便な手法により可能とすることを目的としている． 

 

2. 対象地域と分析データの概要 

 

(1)  対象地域の概要 

高蔵寺 NTは，愛知県春日井市に日本住宅公団（現在

のUR都市機構）が土地区画整理事業により整備したNT

である．ワンセンター方式を採用しており，センター地

区には大型ショッピングセンター「サンマルシェ」など

の商業施設が集積し，買物等日常活動の中心エリアとな

っている．センター地区からニュータウンの南に位置す

る JR高蔵寺駅までは約 2km，標高差が 50mあり（NT内

で最大 100m 程標高差があり），徒歩や自転車での移動

は容易でない．公共交通としては名鉄バスおよび春日井

市が運営するサンマルシェ循環バスが走行している．  

計画人口8.1万人に対し平成27年時点では人口が約4.5

万人，高齢化率は約 3割である．他地域の NTと同様に

今後更なる高齢化も予想されており，移動の持続可能性

を高めるために，春日井市，名古屋大学 COI 他により

「ゆっくり自動運転®」や「相乗りタクシー」を活用し

た公共交通網再編の検討が進められている 10, 11)． 

 

表-1 高蔵寺NTの基礎情報 

都市計画決定 昭和 38 年8月 16 日 

事業年度 昭和 40 年度～昭和 56 年度 

入居開始 昭和 43年 

施行面積 約 702.1 ヘクタール 

計画人口 81,000人 

人口  (H27.4.1.) 45,217人 

世帯数 19,853世帯 

65歳以上人口 13,552人 (29.97%) 

15歳未満人口 5,357 人 (11.8%) 

※出典：春日井市「高蔵寺ニュータウンの概要，歴史，主な取組」 

 

 
図-1 高蔵寺NT内の主要な施設とバスネットワーク  
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(2) 分析データの概要 

a) 中京都市圏 PT調査データ 

中京都市圏では，約 10年間隔で継続して PT調査が実

施されており，最新の第 5回中京都市圏 PT調査 12)のデ

ータを活用した．中京都市圏居住者から無作為抽出によ

り調査を実施し，約 31万人（抽出率約 2%）の回答が得

られている．調査の実施時期は平成 23年 10月~11月の

平日 1日であり，居住地，性別，年齢階層等の移動者属

性と移動目的や利用した交通手段を把握可能である．高

蔵寺 NTのゾーン区分は図-2であり，小ゾーンの境界は

高蔵寺NTの地区境界と一致している． 

高蔵寺 NT内から地域活動の中心であるセンター地区

を含むゾーンへの移動手段分担率を図-3に示す．徒歩で

アクセス可能な中央台，藤山台を除き，自動車の分担率

が高く，送迎が 1割を超えている．単独での移動が困難

であるが活動のためセンター地区へ移動する必要のある

層が一定数存在していることから，低速自動運転車両に

より移動の選択肢が増加することで地域の移動利便性が

向上する可能性が伺える． 

 

図-2 中京都市圏PT調査における高蔵寺NTのゾーン区分 

 

図-3高蔵寺NT内からセンター地区ゾーンへの交通手段分担率 

b) 携帯電話の移動履歴データ 

携帯電話の移動履歴データとして，KDDI 株式会社が

作成した 250mメッシュ間 ODデータを用いた．データ

の概要を表-2に示す．性別，年齢階層の移動者属性，出

発時刻の別に 250m メッシュ間のトリップ数を集計した

データであり，移動目的や手段は把握はできないものの，

移動した地域を細かい解像度で把握できるため，低速自

動運転車両のようにラストマイルやドアトゥドアでの運

用が想定される交通手段の検討に有用なデータであると

言える． 

図-4は高蔵寺 NT内々のトリップ数を到着メッシュで

集計したものであり，居住者の多い集合住宅や高蔵寺駅，

センター地区等活動の中心のなる地域へのトリップが多

いことから，マクロには，地域内の移動傾向を捉えられ

ていると考えることができる．表-3はPTデータとKDDI

データの1日あたりトリップ数であり，PTデータ約3万

トリップに対し，KDDI データが 578 トリップで抽出率

は約 2％となっている．図-5は性別，年齢構成，移動時

間帯の構成比を比較した結果であるが，KDDI データは，

男性，生産年齢層の比率や昼間時のデータ取得率が高い

傾向にある．PT 調査の結果は，性年齢階層別の地域人

口で拡大推計したものであり，その構成比は概ね正しい

と考えた場合，結果が乖離している要因として，携帯電

話の保有者の特性，トリップの定義や集計区分，データ

の期間に応じた秘匿処理による影響等が考えられ，分析

者がその状況を理解し，適切な補正処理を行い活用する

必要がある． 

携帯電話の移動履歴データ単体を活用し検討を行う

場合，母集団との整合性は非常に重要なポイントである

が，データの妥当性に関しては各データの作成主体によ

り様々な検討が行われている．また，今後その精度は向

上していくものと考えらえるため，本研究では取り扱わ

ず，PT 調査により取得された小ゾーン別のトリップ数

を真値とみなしてトリップ数を補正し，以降の分析を実

施することとした．  

 

表-2 KDDIデータの概要 

項目 内容 

トリップ定義 

15分以上同一メッシュに滞在した場

合トリップの起終点とみなし，250m

メッシュ間の流動量を集計 

※集計単位当たりのトリップ数が  

微小な場合は秘匿処理を行う 

データ期間 2018年 1月～9月 

平休区分 平日，休日，平休計 

出発時刻区分 
朝(0-6)，昼(10-16)，夕(17-19)， 

夜(20-23)，夜間(0-6)，24時間計 

性別区分 男性，女性，男女計 

年齢区分 ～19歳，20～64歳，65歳～，年齢計 
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基本ゾーン03

凡例
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小ゾーン500m

センター地区
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表-3 PTデータとKDDIデータの平均トリップ数 

データ トリップ数（平日1日） 

PTデータ（拡大結果） 29,495トリップ 

KDDIデータ 578トリップ 

KDDI / PT（ = 抽出率） 0.02 

 

 

図-4 高蔵寺NT内々トリップの着地分布（250mメッシュ） 

 

 

図-5 PTデータとKDDIデータの特性比較 

 

3. PT 調査と携帯電話のデータ融合による新たな

モビリティ需要の簡易推計 

 

(1) PT 調査データと交通関連ビッグデータの組合せ活

用に関する既往研究 

携帯電話の基地局情報などの交通関連ビッグデータが

市販され始め，比較的容易に入手可能となったことで，

都市交通分野への適用が進められている 13)．越智らは，

PT調査データと交通関連ビッグデータを活用し，2つの

データの長所を活かして，詳細なゾーン単位の目的別交

通手段別の OD表を推計する手法を提案している 14)．群

馬都市圏を対象に PT 調査データと携帯電話基地局デー

タを用いてゾーンを詳細化した OD表を作成した上で，

間引いて小サンプル化した PT 調査データとの精度比較

検証を行い，データの組合せの有効性を示している． 

(2) 新たなモビリティ需要の簡易推計手法 

本研究では，越智らの提案手法を参考に，PT 調査デ

ータとKDDIデータを融合し，250mメッシュ間の移動目

的別，交通手段別OD表の作成を試みる．この際，PT調

査データと KDDIデータに共通する，性別，年齢階層等

の個人属性やトリップの発生時間帯を考慮することで，

検討対象地域における居住者の特性，移動の特性を加味

しつつ 250mメッシュ間の詳細な OD表作成が可能とな

る．さらに，作成した詳細 OD表を用い，新たなモビリ

ティへの転換が期待できる属性，移動目的，交通手段，

あるいは交通条件に合致する層をターゲット層として仮

定することで，新たなモビリティ導入時に現在の利用手

段からの転換が期待される需要の最大値を簡易的に推計

する． 

なお，この手法により推計できるのは，現時点で顕在

化している移動需要のうち，ターゲット層として仮定し

た需要量の最大値であることに留意が必要である．より

精緻な検討に向けては，ターゲット層の仮定の妥当性，

実際に新たなモビリティが導入された際に想定した各層

のうち何割が転換するかという転換率，新たなモビリテ

ィの導入により発生する誘発需要（移動手段が存在しな

い等の理由で現段階では顕在化していない潜在的な需要）

に関する知見を積み重ねる必要があり，継続して検討を

進めていく． 

 

 
 

図-6新たなモビリティに関する需要推計の手順  
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a) KDDIデータへの交通手段・移動目的の割り当て 

交通関連ビッグデータから得られる性別，年齢階層等

の属性や移動の時間帯といったカテゴリーは，移動目的

や手段との親和性が高いと考えられることから，PT デ

ータと KDDIに共通する属性のカテゴリーを共通化し，

KDDIの「250mメッシュ間 OD分布パターン」に PT調

査の「小ゾーン間 ODペアの交通手段（移動目的）構成

比」を乗じることで，「交通手段別（移動目的別）詳細

ゾーン間OD表（暫定値）」を推計する． 

小ゾーン Iから Jへの交通手段mの構成比を 𝑃𝐼𝐽𝑚，次

に小ゾーン I内の250mメッシュゾーン iからJ内の250m

メッシュゾーンjの移動需要を 𝑋𝑖𝑗と表すと，交通手段m

の 250mメッシュ ij間の移動需要 𝑌𝑖𝑗𝑚は，以下の式で計

算できる． 

 

𝑌𝑖𝑗𝑚 = 𝑋𝑖𝑗  ∙  𝑃𝐼(𝑖)𝐽(𝑗)𝑚 (1a) 

 

ここで， 

i, j：250mメッシュ 

I(i), J(j)：250mメッシュ i, jを含む小ゾーン I, J 

m：移動手段 

 

以上の計算より，交通手段別詳細ゾーン間 OD表を作

成した． 

 

 

図-7 交通手段・移動目的の割り当てイメージ 

 

b) PT調査データによるトリップ総量の補正 

PT 調査データより得られた，小ゾーン別の発生交通

量をコントロールトータルとして「交通手段別詳細ゾー

ン間 OD 表（暫定値）」のうち小ゾーン I に含まれる

250mメッシュ iの発生交通量の合計値 𝛴𝑌𝑖𝑗𝑚が PT調査

の小ゾーン I の発生交通量 𝛴𝑌𝐼と一致するよう補正係数 

NIを計算し，補正後の詳細ゾーン間 OD 𝑌̂𝑖𝑗𝑚を作成した． 

 

𝑁𝐼(𝑖) = 𝛴𝑌𝐼(𝑖) / 𝛴𝑌𝑖𝑗𝑚 (1b) 

𝑌̂𝑖𝑗𝑚 = 𝑁𝐼(𝑖)  ∙  𝑌𝑖𝑗𝑚 (1c) 

 

c) ターゲット層の設定と転換需要の推計 

作成した詳細ゾーン間OD表を用いて，新たなモビリ

ティ（ここでは，低速自動運転車両）への交通手段転

換が期待されるトリップを表-4のとおりターゲット層と

して設定した．低速自動運転車両は導入の検討段階で

あり，実際に導入された際の転換率や転換の意向に関

する知見が現時点では得られていないため，ここでは，

現在の利用交通手段とトリップの発着メッシュ間の交

通サービスレベルに基づき，転換率を考慮しない最大

の需要量を算定することとした．なお，2019年春に高蔵

寺 NTの居住者を対象に，低速自動運転車両が導入され

た際の利用意向に関する SP 調査を実施しており，今後

は SP 調査より得られた低速自動運転車両の利用意向を

考慮したより詳細な需要推計を実施する予定である． 

 

表-4 ターゲット層の設定条件と手段転換の期待度 

 

 

(3) 新たなモビリティ需要の簡易推計結果 

設定したターゲット層毎に，条件に該当するトリッ

プを抽出・集計し，新たなモビリティへの転換が期待

できる最大の需要量を推計した．高蔵寺 NT内の各地域

からセンター地区を含むメッシュへの移動需要の推計

結果のうち自動車（送迎）からの転換需要，バスから

の転換需要を例として以下に示す． 

 

a) 自動車（送迎）からの転換需要 

図-8 は，センター地区の大型ショッピングセンター

「サンマルシェ」を含むメッシュへのトリップのうち，

自動車（送迎）からの転換が期待できるトリップ数を

出発地の 250mメッシュ別に示したものである．転換候

補となるトリップは，高蔵寺 NT北東部の石尾台や南西

部の岩成台に分布していることが分かり，低速自動運

転車両の導入時に車両の配置を検討する際の参考デー

タとして活用することができる．図-9は，高蔵寺 NTの

各地区から「サンマルシェ」への現在のトリップ数の

うち，ターゲットとなるトリップの数を示したもので

ある．岩成台・高座台地区が最も多く，最大で 1日当た

り 214トリップが候補となることが分かる．転換率を考

慮することで，何台程度の車両を配置することが望ま

しいかを検討するためのデータとして活用可能である．  

自動車
※任意の交通手段，移動目的

小ゾーン1 小ゾーン2 小ゾーン・・ 計

ﾒｯｼｭa ﾒｯｼｭb ﾒｯｼｭc ﾒｯｼｭd

小ゾーン1
ﾒｯｼｭa Xaa・P11 Xab・P11 Xac・P12 Xad・P12

Y1_
ﾒｯｼｭb Xba・P11 Xbb・P11 Xbc・P12 Xbd・P12

小ゾーン2
ﾒｯｼｭc Xca・P21 Xcb・P21 Xcc・P22 Xcd・P22

Y2_
ﾒｯｼｭd Xda・P21 Xdb・P21 Xdc・P22 Xdd・P22

小ゾーン・・

計 Y _1 Y _2 Y

X :KDDIデータの250mメッシュ間トリップ数ij

P :PTデータより集計した小ゾーン間の交通手段（移動目的）構成比I(i)J(j)

新たなモビリティのターゲット 該当する地域、移動の
抽出の視点（評価の方法）

転換
期待度現在の手段 ターゲットとなる移動者の特性

自動車(送迎) 送迎されている人 自動車(送迎)で移動している 高

自動車
(自分で運転)

バスの利便性が高くないために自
分で運転している人

バス停が遠い、バス路線が迂
回している等の理由で多くの時
間を要してしまう地域
(バス時間-自動車時間＞10分)

→であるため、自動車を選択
→にも拘わらず、バスを選択
している人

低

バス
バス利便性が高くないにも拘わら
ず、現在バスを利用している人

中

徒歩・二輪
徒歩移動には遠い距離にも拘らず、
徒歩・二輪を選択している人

距離1km以上*にも拘わらず、
徒歩・二輪で移動している人

中
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図-8 転換候補トリップの分布：自動車（送迎） 

 

 

図-9 地域別の転換候補トリップ数：自動車（送迎） 

 

b) バスからの転換需要 

図-10 は，「サンマルシェ」までの所要時間が自動車

に比べ 10 分以上大きいにも関わらずバスを利用してい

る，バスからの転換候補となるトリップの分布を示した

ものであり，高蔵寺 NT東部の石尾台や押沢台に分布し

ている．図-11 より，石尾台・押沢台から最大で 1 日あ

たり 102トリップが転換の候補となることが分かる．  

 

c) 地域全体の転換需要 

図-12 は，表-4 で設定した全てのターゲット層の転換

候補需要を地区別に集計し累積したものである．前述の

とおり，今回推計した需要は顕在化している移動需要の

うち転換が期待される最大の需要であり，実際に高蔵寺

NT に低速自動運転車両が導入された際にこれら需要の

うちどの程度が転換するかは明らかでない．転換率を考

慮した推計手法への改良は，SP 調査の結果を踏まえた

今後の課題であり，継続して検討を進めていく． 

一方で，今回提案した簡易推計手法は，既存の PT 調

査データと携帯電話の移動履歴データのような市販の交

通関連ビッグデータを活用することで，新規に調査を実

施することなく全国各地において適用可能であり，新た 

 

図-10 転換候補トリップの分布：バス 

 

 

図-11 地域別の転換候補トリップ数：バス 

 

  

図-12 高蔵寺NTの地域別転換需要推計結果 

 

なモビリティの導入影響を定量的に評価し，具体的なシ

ステムの設計を行う際に有効な手法であることを確認で

きた． 

 

5. まとめとの今後の検討課題 

本稿では，全国各地で実施されており，既存データを

活用可能な PT 調査データと携帯電話から得られた位置

情報データを組合せて，簡便に低速自動運転車両等の新

たなモビリティ導入時の需要分析を行う手法を提案し，

高蔵寺 NTに適応した．解像度の異なる 2つのデータを

凡例

サンマルシェ

トリップ数/日

～ 1
1～ 5

5 ～ 10
10 ～データ：2018年1~9月、平日（拡大補正前）

144 130 28 77 214
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946
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(トリップ/日) 自動車(送迎)の転換候補トリップ数

自動車(送迎) その他

凡例

サンマルシェ

トリップ数

～ 1
1～ 5

5 ～ 10
10 ～データ：2018年1~9月、平日（拡大補正前）

15 102 0 36 042
29

0
41

0

1126 946
1334 1156

1582

0
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800
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1400

1600

1800

高森台 石尾台・押沢台 中央台 藤山台 岩成台・高座台

(トリップ/日) バスの転換候補トリップ数

バス ターゲット以外のバス その他

144 130
28 77

214
92

381

81
108

463

15

102

0

36

0

320

190

0

257

120

0

100
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500
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組合せることで，両データの欠点を相互に補完し，地域

特性を反映しつつ詳細な解像度で新たなモビリティの需

要分析を実施可能であることを示した． 

現時点の試算結果は，顕在化した需要に対するターゲ

ット層別の最大転換需要であり，より精緻な検討のため

には，ターゲット層の仮定の妥当性や実際に新たなモビ

リティが導入された際の転換率や新たに発生する誘発需

要を考慮していく必要がある．これら課題に対応し手法

を改善するため，2019年春に，高蔵寺 NTの居住者を対

象として，低速自動運転車両（ゆっくり自動運転®）を

導入した際の利用意向に関する SP 調査を実施している．

今後，低速自動運転の利用意向が高い属性や，ターゲッ

ト層毎の転換率の分析を進め，転換率や潜在需要を考慮

した推計手法へと改良を行う．また，将来，高蔵寺 NT

に低速自動運転車両が導入された際には，本稿で提案し

た推計手法の有効性についても検証を進めていく． 
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